様式５（医療法第113条第１項に規定する業務があることを証する書類）

	医療機関名
	



1． 医療法第113条第１項の指定に係る業務の内容（該当する条項を○で囲むこと。）
※次に掲げるいずれかに医療を提供するために、雇用する医師にやむを得ず長時間従事させる必要がある業務について記載すること。
※長時間従事させる医師が複数おり、それらの医師が携わる医療が別々の場合は、複数選択すること。
	
	第１号　救急医療

	
	第２号　居宅等における医療

	
	第３号　地域において当該病院又は診療所以外で提供することが困難な医療



２．業務内容の詳細
(1) 業務の内容が「第１号　救急医療」の場合
　救急医療機関の指定
	三次救急医療機関
	

	二次救急医療機関
	


　　※該当する方に〇を記入。二次救急医療機関の場合は下記を記入。
年間救急車受入台数及び年間での夜間・休日・時間外入院件数
　　※前年１～１２月実績を基本とする。
　　※新型コロナの影響により、例年に比べ大幅な増減がある等、申告すべき事項が
ある場合は備考欄に記載すること。
	年間救急車受入台数
	　　　　　　　　　　　　　　件

	年間での夜間・休日・時間外入院件数
	　　　　　　　　　　　　　　件

	備考
	



(2) 業務の内容が「第２号　居宅等における医療」の場合
	（36協定に記載する予定の具体的な業務内容を記載すること）









(3) 業務の内容が「第３号　地域において当該病院又は診療所以外で提供することが困難な医療」の場合
	（36協定に記載する予定の具体的な業務内容を記載すること）











3． 当該業務により医師をやむを得ず長時間従事させることが必要な理由（詳細に記載すること）
	（当該業務による症例件数等の実績件数を含め、具体的な内容を記載すること。）
例）当院は二次救急医療機関であるが、夜間には１日当たり○台の救急車を受け入れており、全時間帯での宿直許可の取得は難しい。○時から○時までに限定して宿直許可を取得したが、現体制では夜間宿直を○人の医師で対応しており、１処置につき○分の対応が必要であるため、医師１人当たり年間○時間の時間外労働が必要となっている。圏域内には他に二次救急病院がなく～であるため、～のために当院で救急医療を～することにより、必要な医療提供体制を確保する必要がある。


















